


































































































































































































































































































































































































































































リッチ その他スーパーリッチ（９．０％） ％）：蕊霧lI1JT篝鑿 ％）薑 ロ 『〆｜｝ご謀一期Ｓ葬陦覧一夢叶重露昌一罰尽爵Ｓ薦一一一一
』］『 鐘ペリーリッチ（７．４％ ベリ
リッ
その他（90.0％） ）ツチ（29.9％）リッチ（３２．３％）
出所）TheDemocTaticSMIoItheJointEconomicComittee．“TheConcerntrationofWealthintheUnitedStates,,,The
JointEconomiCCommittee，Ｕ､SCon9resg,Ｐ３５．
これ以｣この憤扮の蓄iliiは1N雌になっており，illiYIfの体iW1iがlliみ''１されて
いるのである。
iiiijiiiまでで検討したように，企業は減量絲営を進め，労働者の火『『１１
処分1ﾘii1卜は減少，ｉｌＷｆ剛了i1llもその衆Wi的な番１Ｍ〔にそれ以上の拡大は
ｲ《i,[能になっている。つまり，アメ')力経済におけるllAl人ilWIiの体ｉＮＩＩは
－１１$的ならのではなく備造的なものであI)，企業による合1111化計１１mのｌＩｌｉ
並の''１で，それは災101にわたって継続するのではないかと考えられる。
では，アメリカ経済の''１に，Ｍｆ要を喚起し，昂戈(拡人を111能にする他の
部'''1があるのだうか。
アメリカのjUUIlllｲ政の赤字は，l992flZに３６５０億ドルという'１大なＡＩＡ
模に途し，’五'１，１tの光i『残injも１９９２ｲＭ<で`１兆ドル以IZになると兇込ま
れている。利払いYYは歳111の１１％を,liめ，約20()0億ドルに'2っている。
こうしたアメリカのlilWiの１１{･政赤字がIjt気の下支えをしていることは１Ｍ
知のことであるが，’'１１Ｍは|ﾕlWiの}|ｲ政赤字にもかかわらずIjt気が低迷し
ている点にある。nA〈l;の赤字の|价造が'１１１題なのは，ｌ;(気の変動に応じた
;iiiﾉﾉ的な||ｲ政j1li灘ができず，）it気対鞭をもっぱら金触政簸に依/rせざる
をiMLない状況に生んでいるからである。lil(女(対111を行っていない状乃11で
ｌｊ人な赤字が苑11土，IllII1illiでlit気ｊｋ伽がとれない状川よ'ｉｉｉめて深ｽﾞﾘで
ある。しかも，こうした｝;(気し洲I0lにもかかわらず，岫悦が求められる
というIjA災は，まさに危機的である。
しかも，全休としての赤字加のl1Illklに､Ⅱえて，今'111の11ｲ'1k赤Lir；が|(|:全
的「安全綱」の解体の''１で生じているという点は，さらに'''１題を深刻に
している。レーガン政椛による度1Kなる)|ｲ政改１１kによって，’１ｲ政のもつ
iﾘii\の１Ｗ>配機能は急速に後退した。もちろん，法｢'1で義獅づけられて
いるＩ|:会保隙・ド|:会Ｗ１ｉｉｌｌ:llll連の文１１１がかなI〕あることから，社会保障.
ｉ|:会編祉Ull迎の文|||は当Ｗ１の怠'又Ｉに比ぺれぱ[l;縮の111i合いは小さく，文
lll額その６のが'''1びている項||も多いが，’111減iii能なものは極端にiilliM〔
されておI)，｜<I:会保障lM1jUk費が111縮されたことはｉｉｌｉ定できない'粟'。ま
２１８
アメリカ経済の構造転換と|Ｅ|際jml1ii政iiXのIllillI｝
た，連邦Ⅱｲ政の赤LirBにⅢⅡえて，）'１．地力政ｌｉ１の！'ｲ政赤字の拡大は，本来
財政が行うべき|(|:会),§鮒，’雄業雅盤の低下を広範'111に生みだしている。
こうした点がｌＩＩｌ皿とされるのは，製造業の国際競争力強化のために，い
わゆる「減lil〔絲悩」が急速にすすめられ，社会IM1MIlがまさにこれから拡
大しようとしているときに，Ｉ|ｲ政余力がまったく失われてしまっている
からである。
｜]本の場合，「減!it経燐」が進められたのは７０ｲ'1代の後半で，そのlllr
期にはⅡｲ政文''1の拡大によってｈ･効需要の剣ｌｌｌが図られていた。Ⅱiｲ'2度
当りの'１ｹ政赤字は急｣御したが，その累積残高は少なく’１|ｲ政赤字のrillli成
を本Ｉｈ化する契機となる「第二次臨時行政調査会」が作られるのは８０
年代にはいってからである。その後，｜｣本は１１ｲ政赤字の'１'|減に努め，ln
lfIiiIl費は悴柵するが，減湿経営のもとで生み１１１された企業のiiQjiい|副際競
ｲﾄﾉﾉによって輪'１|を激1(1)させ,生産の拡大を実現した。こうした[1本の
経験は，アメリカ経済の今後を考える上で，きわめて示唆に?;1｢んでいる。
これまでみてきたように，アメリカは国際競争ﾉﾉの強化のために，企
業も労働行も多人な犠牲を払っておＩ〕，それ'よ今後も拡大すると考えら
れる。｜ﾘ1らかに，アメリカのlIil際競争力は強化されてきており，このＭ
ｌｲﾘは今後も続いていくとγ想される。国際競争力をll61々の技術ﾉ1<準まで
視野にいれて評'111iすることはできないが(､１，余体としてみて「'１本の
レベルではｲ《合}6，’1界のレベルでは合格」という水準に達していると
評Illiできるのではないだろうか'５１)。
しかし，こうした合ul1化，減量経営は，国民経済のレベルでみると|ﾘＩ
らかに囮ｌＡｌｆｈｆ班を伸i(1)させる。アメリカでは，連邦，地力ともに１１ｲ政赤
字は11[に|ｌ〔ｿ,Lを越えており，公的文出の拡大によって経済をIill激するこ
とは不TT[能である。iiI1iY二蜥偏111残高もこれ以｣この拡大に'よ駐'''1符が付け
らｵ1ており，ＩｌＡｌ人iilIiYfの拡大は余り101待できない。かつての|]水はアメ
リカを'''心に'11界''１へ輪''１拡大することで成長を実現してきたが，アメ
リカはその輸川を拡大することができるのであろうか。また，その輪}|｝
２１９
先をどこに求めるのであろうか。１１t界の他の地域においては，｜]本をは
じめ各国の輪IIl`W,であふれており，アメリカ企業が日本企業以上の生産
性を実現しなければ，アメリカ製Ｉﾄﾑが入る余地は小さいだろう。現状か
らみて，アメリカ企業の生産'１;が，９０《Ｉｉ代に[１本のそれを上回るよう
になるとはほとんど考えられない。
しかし，アメリカは現代世界でｌＩｌｌｉ－の超大国であり，その政治的・軍
事的影響力を輪１１|拡大のために行使することは利にかなっている。相手
国市場を開放させながら｢1国においてはｆｌｌ復措置を発動する，アメリカ
の新しいjmllii政策は，こうした認識に基づいて実行されていると考えら
ｵ,る。アメリカの姿勢が強硬であるのは，アメリカ経済の将来が輸出を
拡人できるかどうかにかかっているからである。そこで，次章でアメリ
カの新しいimilii政策の特徴について検討しよう。
2．「目１１１貿易」の拡大と結果主義
(1)プラザ合意の経験と1988ｲIijlnlKi法
1985年のプラザ合意は，アメリカのjmi1ii政策を考える上でも大きな
画期をなしている。先進諸IEIは為替'１１場への協調介入と国際的な協訓I利
「げ，国際金融脇ﾉﾉのｌｉｌｉ進によって，為替Ⅱ|場をドル高からドル安へと
転換させた。それが実現した背景には，アメリカの製造業の'11際競争力
が為替相場のドル高傾liilによってlll[害されておI)，それを是iFすること
で輸出拡大が可能になると考えられていたからである。そして，そのこ
とは，貿易摩擦への対応がIHI別施業におけるものから，為替調整を利川
した国民経済的なものへと変化したことを示している。アメリカは，先
進諸国に対する為替調整の後に，束アジア諸国に対しても為替調整を要
求し，それを実りAした(脇)。
確かに，ドル安の実りJによってアメリカの貿易赤字は縮小にlrjlかつた。
特に，対iLi欧貿易の変化は著しく，９０(|<には黒字に転化している。他
２２０
アメリカ経済のIli造転換とllil際jmlKi政iiIのｌｌ４ｌ)'１
が対'１貿易はほとんど蛮化をみせていない。というのも，｜｣/ＭＹ染の
アメリカでのU,ﾘ'11/Ｍｉもまだ始まったばかりであI〕’’'水から輪１１Ｉして
いたＩ１ｉｊ１１１１１をアメ')力llIllﾉ､1でﾉli旅できないため，アメ'）ノノの|｣１１ﾉ1M棚は'１
ｲﾐからの輸入でまかわざるをえなかったからである。他力，輪１１１におい
てもアメリカ企業はアメリカIillA1の空洞化によって輪''１余ﾉﾉをほとんど
もっておらず，アメリカ企業が[１本での現地'liiliIiをアメリカからの輸入
によって|Ｗ:し，対||柚ｌｌＩを1Wやすということもイ;l1liiEであった。また，
アメリカの多li11LilHiY雄もＮＩＥＳ識171を在外調達地域にI1kIifづけておI)，
アメリカは，jlqアジアパlilFlに対しては，どちらかというとiiii111〔的な分業
}付逃をもっていたため，対｢l貿易，対ＮＩＥＳｆｌ(易はドル安のもとでもTV
坊作`Ｔ２が減少しなかった。）'1初は，Ｊカーブ効ⅡLによるものであると考
えられたが，それ以降もアメリカの輸入額はiIIf少せず，この地域は，Ｉｌｉ
ｊルメカニズムの効かないｸ)Ｗとみなされ，アメリカのili場'１１１放喫求を激
化させることになった。
こうした状D,Lの''１で，Ｗ化い強ﾉﾉなjmllF法が必喚であると認識したア
メリカは，｜IIL謎二Ｍ：的Ijllﾉ＆・報復橋iliiを強化した１９８８ｲlijml1M《を成〈Ｋ
させた。この法il1(よ，アメリカの貿易政漿が守I)から攻めへ決定的に１１吠
換したことを示すもので，jlD11ii政策に対する↑i政Iirのﾉｆｌｉｔ縦は衿し〈Ilill
lUlされ，リｆｉｌｌ的にfll復lH1rtが光11ﾘjできるようになっている。また，この
法ｉＩｔはjU1的iﾘTｲlW1i保池を|ﾘllilI1に}]ち出し，そのため｛:lji::技i1l1ilMl述条jIiの
多いjlMi法という特徴をもっている。この後行のl1lllulは，次章で検il5Ｉす
る。
このiﾉ（｢'1の冊'1ノルＨ１復lHiifiは７４年jmllii法３０１条をId1化したもので，
そこからスーパー３()１条と呼ばれている。そのIﾉWifIよ’①アメリカIIj(ｌｉｌ
に論外111の貿易政雄とTI(功lliif雌の内容を議会にＩ'1<Iiさせる，②アメリカ
のiiY易ｆＩｈｌｆに''１なっていると考えられる'11とそのfV易lMf雌とを「優孔＞
ｌＩｉｌ｣，「貿易lI11ri」とに|片腿する，③アメリカはYY易lllif雌の除｣<のための
交渉を｢｢い，交渉がｲ《iil！に終ったときにはIliII雄|片ｌＩｙｉを苑!|ｿＩするというも
２２１
のである。知的iﾘiｲTliii保謎の１Ｍ淀についてもlTil様のｆ続きが採川されて
おり，それはスペシャル3()１条と呼ばれている。このimllM〈に）iLづいて，
l989fI{にl]木，ブラジル，インドが「優先'１１」に折定されたが，什化1は
報復}什憤が光1li1jされる以iiiiに譲歩したため，制ﾉ剛搬はＭ１:までのとこ
ろ発Jil)されていない。スペシャル301条のj勝合も，実際に「優先'１１」に
桁定されたＩＥＩはなく，「優先監IMln」（tM1lzの1兇定ではない）のllT定に
とどまっている。しかし，アメリカは貿払IIl手''１との交渉にこの法｢'1の
ｊｌｍ１１１をちらつかせ，ＩｌｌｆｌＩｌの誠歩をリ|き'|}すという交渉ﾉﾌ法を械極的に
孫)、している。特に，ｌ]水にｽﾞ､Ｉしては，「優先lI1」に準じた-F続きを孫
川すると苑衣したうえで交渉を|M1姑し，父|i歩の結果，「１本がﾉ<きく譲歩
をする形で決府している。この意味で，この法il1はアメリカの貿易政莱
の雄水法になっていると評IIlIiできる。しかもiii(ﾉくな点は，それらが結采
によって，l《ｌｌｌｉｉされていること，つまI)，「機会の均奪」から「ﾎﾞ,'i采の均
等」へ転換した''１で｢『われていることである。よりiliilllにいえば，アメ
リカからの柿１１１がＩＩｌｌびるかどうかで，｝''三IxlI1に|:'111で公｣[なili場がくr（IＺ
するかどうかが１１断され，アメリカは柿llIili場かＩＥＩ内ili場かのいずれか
を常に雌'１Mできることになっている。
l989fl{から始められた'１米|叶造llllIUil1l6ij化(ＳⅡ：SIructl】I･【ｌｌｌｍＩ)edi．
'u1cIIIslI1iIialivc）も，’三|イミの''1造lllif雌のｲｲｲl：をl1i1jllilが公式に認めたうえ
で，ノ,LTliについての交渉が行なわれた。その芯1床で，交渉の開始そのも
のが，「|本llllの識歩を義扮づけていたといってよい。この'|米描iilillI1lul
lli識は，19891125ノ|にアメリカのプッシュ人統航が，スーパー３()１条
に荘づく「優先'１１｣，「優先慣1｢」の発炎とl1T111Iiに提案したもので，｜ﾉ１７F
からいえば，｜]ｲﾐを「優先国」に|什定したのとliT1じであった。この交渉
|ﾉI容は，’'1群役グビパクーン，=|:ｊＭＩ１Ｉｌ，流jlD，排他的]'１(ﾘ'''１行，糸川|Ｍ１
係，（llliIhメカニズム，の六分llfに及び，ほぼ１１本紙済の全ての'''11ｍを論
じている'誠１゜この',ｌｉ縦は９０ｲli()）lに』&終報〈'『をまとめて終Ｔするが，
その後，フォローアッブのための維過H1<liをilllF1iうことになり，いわ
２２２
アメリカ経済の構造転換とlrl際j､商政策の展開
ば，ロ本経済の改造がアメリカ主導で行われるという状ｉｌｌＬが生まれてい
る。アメリカは叺対'二|輪lUの拡大がこうした結果主義を重視したアメリ
カのイニシアチブによってもたらされたと考えており，その政策がTlﾐ義
を実現するものであると確信し，今後もさらにそれを強める意図をlﾘ|確
にしている157)。
アメリカは，これまで，楡極的に国Iﾉlili場を開放し，世界最大の輸入
大国として存在してきた。そのため，各国はアメリカiIi場をその重要な
輸出先にしており，アメリカ市場から排除されれば各国にとって死活的
利害にかかわる問題になる。したがって，各iI1は二国間交渉を利)Ｉ)して
輸出拡大を図るというアメリカの方針に対して，反発を強めながらも，
一定の譲歩をせざるを得ない。アメリカはこうした二国間交渉を重視す
ることで，輸出額を拡大し，国内需要の後退に応えようとしている。ア
メリカで現在進行'１１の合理化，減量経営は，このような政策的な輪ｌＩｌ拡
大策を前提にして『jわれている。その意味で，アメリカの通商政策は，
いわば官民一体となった「輸出志Ilil」の国際競争力強化策とみなすこと
ができる。
さらに，アメリカは二国'''１交渉を拡大するという戦略だけでなく，地
域的経済圏の描築に乗り'1｛し，それによってアメリカ資本のilji場確保を
積極的に行なおうとしている。これもまた，新しい考え方であり，アメ
リカのimiliIj政策の変化を示している。次に，その代表である北米目'１１貿
易圏について論じよう。
(2)北米|:11'1貿易圏の設立
１９９２年８１]，アメリカ，カナダ，メキシコの三国は北米|］由貿易協
定の協定案に合意した。実際に，北米[1111貿易膣lが成立すると，人'１で
３億６千万人，ＧＮＰで６兆ドルというＥＣを上１，１る経済規模を持つｎ
ｌＩＩ貿易圏が誕生する(諾)。
この協定は，１９８６年から交渉が行われ，８８１１ｴに合意，８９年に発効
２２３
した米lll11芒1111貿易Ｍｌ定に続くもので，９０(|Hから交渉が始められた米塾
'二1111貿易|〕肪定に，９１イｌｉからカナダがIIl1わり，３国による交渉の結采，
最終的介意に至ったものである。こｵ1は９２ｲ'2のヨーロッパ統合，欧州
迎合化の動きを強く意識して成立したものであるが，交渉W1始から合意
までの1ＵｌＩｌＩｌが２年１１１１という１N川期'''１であることからも'ﾘlらかなように，
1958ｲ|{のＥＥＣ設立以来３０ｲ|角以上のlMi史を持つヨーロッパ統合とは，
その'人rfﾄﾞと広がりにおいてかなり異なっている。
このM》定の'三l的はrllll貿易|劃の設立で，貿易における対外的な障壁を
拡大することを意図しているわけではないが，｜芒|動I|【の､Al山調達率のり｜
き上げを>kめるなど域|ﾉＭＹ業を優先する'111識と|i義的なｌＷｆを強く持って
いる。「'''1貿易圏が成立すれば，アメ'｣力は，メキシコの低賃金労働ﾉﾉ
を利１１]しながら，他ﾉﾉで，輪ｌｌＩｉｌｉ場の拡大，ｌｎｌＡ１ｉＩｉ場の|M1保を行うこと
ができ，そのことによって，１１本企業に対するアメリカ企業の111際競ｲﾄ
ﾉﾉを強化することができる。メキシコをｲIl1l1することのメリットは，ｌｉｌ
に，現〈Ｍ:ll1l1しているマキラドーラのAlJlll1をメキシコ全休に拡大できる
という規模のIlU題にとどまらず，メキシコがアメリカに地Ul1的に近く，
低賃金をｲ''111しながらもフレキシブルなｌｌｉ産休l1jIIが術築できるという衙
的改鮮がlXlれるという川､(にある[５，１。従来，アメリカは生j旗におけるI)i/
勘集約的Ⅲ{1,1を発肢途l1IR1に移し，途｣:lElの低賃金刀働ﾉﾉを利)|IしてDII
工・組101を行い，コスト11111減に努めるという戦11(を孫)|lしてきた(")。
だが，そうした化廠ﾉﾌﾞ法は，Ｌｌ２産拠点を地lll1的に大きく分散させ，需要
の変化に応じてフレキシブルに生産を変史できないという欠点をもつこ
とが|ﾘｌらかになってきた。その意I朱で，メキシコの全iIIiilりな活)11は，低
賃金をflI1llしながらも采秋な』|{廉体iiillが|附築できるという点で画期的な
内容をもっており，アメリカにとってのXl途'二阿戦I1iのiIiNliiを意味して
いる。さらに，ＥＣ統介が他のヨー'コッバii＃国を３|きつけているのとliil
様，メキシコを取り込むことで''１南米洲１１をリ|き付けることがｎ[能にな
り，そのことを利川してｌｌ１１ｉｉ米全体に[1111貿易|圏が拡人するｎ|能性も|M１
２２４
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かれている。ブッシュ人統伽が提Ⅱ||した「耐北アメリカ'21111貿易'11M」が
ITI能であるならば，それはアメリカ企業にとって１１本企業を排除できる
菰要な制度的枠糺lになると老･えられる(`１１．火際に，ヒルズルヒjmI1ii代友
部（ＵＳＴＲ）代災は，８)1ｲ<に，（|《|j､1に-ﾉｰﾘとの'''1で｢llllfY易協>との交
渉をｌ１Ｉｌ始することを'ﾘＩらかにしている１ｍ)。
ｌ上体的には，このＮＡＦＴＡのlIl定案は，「|鋤lliIMlHnで｣〔'1｣1m調達比率
のり|き卜げとメキシコにおける後苑メーカーのlMIIillを残しておI〕，事突
Ｌ[|ｲ<企雅とアメリカ､Y業とをill皮的に雄》lＩする|jk1秤をもっている。こ
のAMilillは，米｢111ﾘﾉUl(梁ＩAlが１１小企業との鏡４１卜を強く念識して腰求してき
たもので，１１;炎上，Ｍ(外とのTl(易よ'）も域Ｉ）１Ｗ易を優先するものになっ
ている。
つまり，北)|<If1111YI(易圏は，［Ｉｌｌ|貿易の拡大というliLIiilをiiiiしていな
いが，その協定の''１にｌｌｌＬ;Ull鍍的|ﾉＷｆをf)「んでおり，ノWIIi｢したＩｊＷＦを持
つものである。火際の迎川は，各IIilの利ﾘｲの対1,Kを含みながら行われて
いくと二rlu1されるが，アメリカ企業にｲI利な形で決諦していくのではな
いかと考えられる《侭M・
他かアジアllu域における｣'１１域的な貿易|患|}川想に対しては，アメリカ
は強く反対している。束アジア経i（lll議休（ＥＡＥＣ）|Mid(11がそれである。
それは，１９９０ｲＩｉｌ２）lに，マレーシアのマハティールi､1.111が，ＥＣ統合
やアメリカのＮＡＦＴＡ|ﾙﾙM1禅の貿易プ｢１ツク化の1lil)きに対する対抗}冊
|趾として|腿案した束アジア締１斤グループ（ＥＡＥ(;）lMiAL(が発峻したもの
である。このｲﾙju1によると，そのメンバー|Ｆ１はアジア洲F1に1M(られてお
I〕，TI「実ｌｚ，ＡＰＥＣ（アジア人Ｗ､卜経済協ﾉﾉlHlIli(会Ⅲ波）から意Ixl的に
アメリカを排除したものである。マレーシアは域Iﾉ1で''''１－の先進lI1であ
る[|イ<に強い!U1侍を/ilﾘ|しており，’１本をillI1にして地域的経済腱|を作る
ことを瞳lxlしていた。ｊｌＩアジア諸ｌＩｌは，辿1初，｜両1ﾄﾊiu1がlul/Ｍりなブロッ
ク化の動きを助長しかねないとして懸念する1Iilさを示していたが，保弛
］:義に対抗するための'2'111貿易を進める絲済グループというマレーシア
２２５
の説Iﾘ1を受け入れ，アセアンIA1で討議していくことに|同1念した。｜]水の
海部首H1も，９１（lﾐ４月のマレーシアiMjllll時に「背後にl当１１１１貿易体ＩｌｉＩ擁
護があるとの考えは理解した」と述べ，このｲlMlAに反対する姿勢を示さ
なかった(い)。アセアン諸'11は９１ｊｌ:１０１]のアセアン経済閣僚会議で，
ＥＡＥＧを緩やかな協議機ＩＭＩに改めることに合なし，名称をＥＡＥＣへと
変更した。
しかし，アメリカはこうした動きに強く反発し，９１ｊ'１１１）]の第三liil
APEC総会の場で，ベーカー国務長官がＥＡＥＣに対して強い反対の意
思を表Iﾘ|した。彼は，ｌ]本がＥＡＥＣに協力しないことを求める書'１１を
|]本の外務省に送ったうえでAPl2C総会に参１１１１しており，この描想に
反対するアメリカ||(||の強い遮思をlﾘｌｌＭｉにしている１局５１．ベーカー|F1粉長
官は，総会の''１で「アセアンはＡｌ〕ＥＣの111核。緊密な協力関係を築く
ことに努ﾉﾉする」と述べながらも，「ＡＰＥＣはアセアンを'11界から切り
離してTf7てようというものではない。アセアンがどんな形であれ地域ブ
ロックになってはならない」と主張し，このIlIi`uIがどういう形態になろ
うとも反対することを表lﾘ|した(燭)。もともと，このＥＡＥＣ構想にはマ
レーシアの強い÷ＩｉＩｌｉにもかかわらず，ｌ]ｲﾐをはじめ各１１４は蹟極的に参)Ⅲ
しておらず，アメリカがこれほどまでに強く反発したことは，束アジア
地域のｊｌｌｌ|÷1の動きにアメリカが強い懸念を持っていることを示している。
つまり，アメリカは，世界の成長地域であるJlIアジア地域を重要なTli場
として認識し，ＡＰＥＣの迎営を1{禅することで，束アジア地域を'二|ら
の影瀞化におき続ける意.Ｈ１を炎IﾘIしたといってよい。特に，束アジア地
域が[1本を中心にまとまることに懸念を表し，この地域に対するアメリ
カの械極的な関与を強化しているのである。だが，ＥＡＥＣ構想は，－
度はつぶれたかにみえたが，９２ｲ|：７１１のアセアン外ｲⅡ会議で11iび論議
され，｜ｎ１構想は｣し|両|声Iﾘ1の''１にもMゼリ込まれるなど，複雑な動きを示し
ている(､)。これはアジアiihlnのＮＡＦＴＡに対する懸念の大きさを物語
っている。
２２６
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この例からも'ﾘＩらかなように，アメリカは地域的な経済M'１に対して，
,:Ｉらの'E'益を優先する形で対応しており，ダブル・スタンダードの状況
を,二Iら作りだしている。こうした姿勢は，戦後－１１tして':''1'貿易を1ﾐﾘlｉ
してきたかってのアメリカの立場と大きく異なっておI)，各ＩＥＩの反発を
生むことで，ＩＩＬｿ,Ｉ貿易の拡大を鈍化させる１１J能性をもっている。
しかし，当然のことながら，アメリカが全illi的に地域二IＩ義，保幾二1：義
に転換したわけではない。アメリカの主要企業は，戦後のＧＡＴＴをiMl
にした,ｆ１ｌｌ,貿易体制のもとで，航空・防衛産業を除いてみな多ｌＩｉｌ職企業
化しており，ワールドワイドな'二''１１貿易体ｉｌｊｌｌのもとしか41ﾐ産を行いi1｝な
い。このことがあるからこそ，’１１にイデオロギー’2の|Ｈ１題としてではな
く，そのiIIi接的利害を反映するものとして，アメリカの人iY業やアメリ
カ政府は１Ｗ{;もlllll貿易を=|三振し，その体制を守っているのである。ア
メリカは，｜:1111貿易を三|{導するＧＡＴＴ体Iillそのものを放粟しようとし
ているのではないことはIﾘ|かである。その意味で，アメリノノはＤＭ;も|:１
１'１貿易主義をとっている。
だが，ljjl際競ｲﾄﾉﾉが低I､-したLWE，文字どおりの|f'''１貿易のもとでは，
アメリカのｲ'１ｲ１１tの実現は|Ｎ難である。［1本＝企業に対する競争ﾉﾉが劣位に
ある旅業はいうまでもなく，ｌｗＩ２まで優位を保っている産業においても，
厳しい鏡ｲﾄはその投一ﾄﾞ資本に応じた利益を保障していない。特に，成艮
産業である先端技ｉＭﾋﾞ業では，莫大な開発コストにもかかわらず’その
激烈な競争故に，適ｉ１ｉな利ilHlはもとより|)'１発コストのｌｌｉｌ収すら|Ⅱ難な状
況がLlHまれている。｜]本企業との競争が，｝1米の国Iﾉklili場だけであるな
らば，｜]米｡'《導体Ｎｉ定のように}]本の政治的な従属関係をf'IjI1して，｜」
本二企業に対して影騨ﾉﾉを行使することができるが，既に，’ルＭＹ業は束
アジアに，そしてｌｌｗＷこ大きく進出しており，［１本企業をみなアメリカ
の意図する保鍵|:義の伜にとどめることは不可能である。アメリカが保
護了1ﾐ義的ＩｌＭＹｔをld1め，さらにＥＣ等の先進諸ｌＩｉｌにDl1えて発展途｣Zllilにお
いても外国企業への1M化||強化が行われれば，アメリカ企業にも彩騨がお
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よぱざるをi1lLない。また逆に，文TrHどお')の)しMIlill綴I(11,lL1111化を進めれ
ば，１１本企業が進Illし，アメリか企業にとってマイナスとなる。それゆ
え，ｌｌｉｉｌｌｌｌ的には'２１１１１貿易を二１ﾐﾘliしながらも，実際にはアメリカが関リル
うる恐怠的なＩｌｊＩ皮的な枠組みが必班とされるのである。先にみた北米[1
111貿易|を１，ilLi北アメリカ絲済'&'術u1はこうしたアメリカの怠'叉|を端的に
災現したものである。
3.知的iﾘiｲ】怖のIIMKiiUUl１%
(1)先jMl産業の保謎，アメリカ命触箇ｲ<の蓄itlIl艫qｌ
これまでみてきたように，アメリプノは８０ｲｌｉ代の後旦|<以降，「(氏・体
になって'１１際続ｲ'ﾉﾉの強化を'１桁してi『動をとI)始め，それがjlnilii政策
にまで及んでいる。ここでは，ｌＷｌｉ優位にある先鮒技illji雅業の優位ｌｌｌ:を
維持し，’１１，１定化させることをJばlxlした知的1ﾘiｲ１１１i保繊の'''１１ｍを検討する。
７０i１２代までのアメ'）力は，先端技ilfi廠兆においてＩｌｉ倒的な優位を持
ち，lI11jl外のおいて|i人な「''１１KをｿﾐDJしていた。Ⅳi鬼LL氏の「｢冷lillu
と「i;|学＝技術/１１１:命」の施物としてlillllIされた核＝IIB紙,illlの世I/Il的
Iletw()ｒｋの独占とそれをﾉ繩１１とする資本紺,Ii」というテーゼも，「冷戦
帝国|：義」の規定にはlIIlNnを残すにしても，戦後のアメリカにおける金
融資ｲﾐ蓄｛,1tの」MWli造をjMI的に炎脱しており，その点ではil聖1に評(llliさ
れなければならない(肘)。こうしたｌｌｌ１ｌＷは，先端技術旅準の位|趾づけと
して，それがlliに当該Hlll1l1にi１.lifIlilM1をｌＩＩＬ謎するものというよりも，そこ
に必ﾘﾘ11な'工iW1の成及資､>［を供給する命触機IMIをはじめ，アメリカの１１１１占
休総体のＩ?Ｍ〈梼械を771能とさせるﾉI1IMl的な1iIlllMlという認識にもとづいて
いる。まさに，これらの施業は，「１１人な「ディヴィデヂド・マシン」
(金ＩＭＩ資瀧のｲ||イ・・配)し1文払いのためのキャッシュ・フローをｌｌｉみ１１}す
機描）として立ちIILれ｣，アメリカ命ＩＭＩ資水のiYf(lIiの''１核をなしていた
のである(⑬)。
２２８
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しかしながら，ＭＩＴによる図表５米国における特許件数上位-1989年
llliLlJⅦ1１１｢MadeinAmcric8ljをはじめとして，政府，氏|Ｈ１のｌＸｙＩｌをとわず，雌近の各種の訳IiIli，fll(1iTlfはみな，アメリカの先端技ilIiの優位|'|:は部分的に失われ，ｌｗｌ１優位にある部'''１においても，その優位性
は|]本に対して}１１対､ﾘに低ﾄﾞしてｌＩｌｉﾘi）リul1111Id｢技ｉｌｉＩ刺li《とテクノナショナリズム」
111川銚i(llllMIjIooのキーワード」いくと予想している。戦後のアメ Tjﾉ<Ｗｌｔ・)lLlll眞編，イ】-盤lHl，
１〔X)２I1HOll16loU力の資本蓄積を支えてきた|附造
が，火きく変更してきているのである。
１１米の技術格差が縮小しつつあり，部分的には逆IMjiすら生じていると
いうこの傾向は，iiillliなlHlW1によっても表すことができる。日米の研究
|)１１発投資は，1989ｲﾄﾞの段階で，｜]本の１１．８兆'1１（(lNl,比2.91％）に
対して，アメリカは１８．３兆''1（()Ｎｌ)比2.53％）であI)，絶対額では未
だアメリカのﾉJが多いが，対ＧＮＰ比では既に}|水の力が高くなってい
る。しかもアメリカの場合，政ｌｉｌｉ割合が４８％とillj〈，ilK事研究がその
うちのかなりの部分をｌＩｊめ，｜Ｍえの政Iii割合19.9％，そのほとんどが
」|:W迄'7の研究という状b,Lと好対照をなしている170)。１１(２|『部１，１における
応11Ｗ｢光による成】しは，兵勝という製,『,の持つ商皮な,Ｍ｢を追求するあ
ま')，一般の民ｌＭｌｌｌ１Ｉｌへの転川が１Ｎ難な技ilIjが多く，かつてのように比
ﾄﾞﾉ｢;部''１１への転用によってil1j収益をもたらすということも少なくなってき
ている。
ハイテク製品分111}での貿易収支も，８０ｲﾄﾞ代に急､述に悠化し，８Ｍｉに
は赤字を経験した。貿易収支全体はその後iI1び鵬字に転化するが，地域
》|'でみると，対'二|貿易赤字の拡大がそれ以外のllu域に対する鵬字額をＩ|｜
:殺していることがわかる。
アメリカのおける↑綿'１:jIXiMLl'|ご数でも，｜]本'よｌ９８９ｌｌ&には全体の２１％
２２９
を占めるまでに至っている(7')。企業》'１にみても，図表５によって示さ
れているように，第１位から第４位までを[1本企業が,liめ，上位lOtl：
のうち|]木企業が５社も入っている。l976fIﾖの段lllIiでは，上位201(|:の
うちl]本企業の数はわずか１１(l:であり，８１イ'１の段Wfでも２１(l:に過ぎず，
8Ofli代に急速にその収iMLが｣帥Ⅱしている'７２)。
こうしたハイテク産業におけるアメリカの地位の低~ﾄﾞのｆ,'i采，アメリ
カの先端技術旅業における収11k率は著しく低ﾄしている。筋ｌ市でみた
ように，アメリカのコンピュータ産業，半沸休産業は激しい競争にさら
された結果，赤字に1l1Ii化する企業が|Ⅱ次ぎ，収益を維持するための減量
経営を余儀なくされている。ＩＥｌ防藤業でも，fii1Il7費の'１１１減が必至であり，
]ili需雄業としての成長'よｌＭｌｔになってきている。
しかし，これらの産業は，その技術ﾉjのn.iさによって成立している産
業であり，国際競争力を維持するためには，研究|)H充投資をiII11城するこ
とはできない。そして，近年の技１１１|)}1発は，より'三Ｍ１１の役~ﾄﾞ資金を必要
とするだけでなく，技術進歩のサイクルがjil〈，MMlii化するまでの１１#１１１１
も短いという｣け微を持っている。技術ﾉﾉをIilli仰するためには，研究'１N苑
投資を行ったうえで，ｌ下り01にその研究|)'1発資金をlnl収し，次の研究|Ⅱ|発
投資にlmlさなけｵ1ぱならない。しかし，４１Ｍでは，役~ﾄｰ資金のｌｎｌ収すら
|卿難な状ilIAも生まれており，次'1代のＩｉ１｢究|)}1発のための資金調述は極め
て重いコスト要'11になっている。そのため，そうした高いコストを負担
できない企業はlliI【退を余儀なくされ，それがまた企業業統の悪化を招い
ている。その結来，かつてのように，Ｗｒ製,Ｔｌを|)M発し，ilTj坊を'''1打iする
ことで資本薪Wiの場を拡大し，しかも，その{ｸﾘ外的に高い4k座性をもっ
て高利ilMIを独i1lLするということもほとんど不可能になっている。そのた
め，ハイテク雄業における収１１k率の低１．~は，金触機'１１１を含めたlIll1li体総
体のfT本蓄梢の停滞をもたらしている。このことは，アメリカの大手金
触機関が，きわめてリスクのi1.1iい投了T分野（不!lib砿貸付，途上lr11f付，
LBOlIQjll貸付報）にjLlllせざるを111Lなかった背j;(の一つになっている
２３０
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と巷えられる。
このような状311を改禅するための政ｔｉＩとして，アメリカは①知的所ｲ１．
樅保遡の拡ﾉ（，その1Fl際的な枠IIllみ作I)，②公的負111．外国負'11による
）AIiMi研究を含む研究|)'1発投資の拡大をriおうとしている。この1iii打のた
めに，｜Ｆ１際的なものとしてＧＡＴＴのウルグアイ・ラウンドが，二lI11II1
の枠組みとしてl988flijlnllij法がilIir111されている。）｣|的所ｲ1樅のlliL讃の
lll胆では，ｉｌｊ１ｌ度的な銘(illiと共に，アメリカで特許に'11Ｉする訴訟が急速に
蝋えている点が特徴的である。後背は，国際的な共ｌｒｉｌ研究体ilillをアメリ
カ'''心にIMIみ込むことで火IIJしようとしている。以1,では，これらの点
を検討しよう。
(2)hlI的所ｲｉＷｌｉのlEl際､〕伜$Ⅱみ('1ゼリ
リＭ１交渉が継続されている（;ＡＴＴウルグアイ・ラウンドの特徴の一
つは，jJl的1ﾘiｲ『椛保謎のｌＩＩｌ胆が，貿易に関迎する'''１胆という位iriづけが
なされたうえでmlZな交渉iilI題にjlYI）上げられていることである。従来，
知｢1ﾘ所ｲ『樅に|M1する'11際的なルール|'|:I)は，’１１/}l知的所ｲI･樅機関
(ＷＩＰＯ）においてなされてきたが，その交渉の場がアメリカの強い甥求
のもとで(;ＡＴＴに移されたのである'両１゜
この背};(となっている認識は，現(Iﾐ，技iI1jl)１１発のコストが1W太し，そ
のliIl収が次'１１代のjMAW1ll11苑のための灸}'|:になっているにもかかわらず，
開発コストを（１）ｕしない一部の「外'１１の侵帛Ｗｆ」が当該ili場に参入する
ため，「リスクに応じた経済的リターン」を''9発育が受け][【ることがで
きなくなっているというものである。これは，アメリカクJ1的所ｲ｢椛委員
会，ＫＭＩＩ旅業jlliMIl，｜]イミの経済|､１１体迎合会の三打によって，「(;ＡＴＴで
''１:成されるべき知的iﾘ『ｲ'樅協定のモデル」としてまとめられた文評の埜
本的認識である(ｱｲ)。（;ＡＴ'1,の場においての「外lFlの催;I/行」は，イミに
苑lli途lzlI1（ＮＩＥＳ諸'11を念む）であるが，liil様の１１１１題は先進lnlII1にお
いてもｲＭ:している。もちろん，（;ＡＴＴの場では，対途１個における
２３１
｣し１両1利害に）fづいて，アメリカ，ＥＣ’’１本は，叫側〕に共同歩調をと
って，知的1ﾘiｲlWiiの保批ﾉ,(準（知的所ｲ1.樅の対象，保護の範lH1，保謎ﾉﾘl
llll等）と執ｉＴ（jUl的1ﾘiｲ]Wiiの侵害に対する10(柿'〕，及び救済緋悩）のｉｉｌｌｉ
ﾉﾉを含めたルールル)を二１１帳し，（;ＡＴＴにはjiI1的1ﾘi有権のi611度作ljの
権限がないとする途lzlljl(ｌｌｌｌと対立している。アメリカは，ＥＣや|]水を
巻き込んで，ＧＡＴＴを知的所ｲ『樵保護の枠組み('１ミリのための国際的な
11ﾐﾉﾉを強める場としてﾉﾊﾉ|Ｉしている。
ＬＭ〈ｌｉ，ＧＡＴＴで談論されているものは，－.股に分かりやすい著作W1i
特許権，商標樅，心:匠椛，」luLl1的表示lllUuiだけでなく，半導体雌刷l1l路
の配置権，企業が政ｌｉｉにｌＩｆｌｌ)したデータなどの」|:公ｌｌＩ１↑IIi報の保護'''1題も
含まれている。今1,1の（;ＡＴＴの交渉とそこでまとめられた最終合愈案
（ｌ９９１ｆｌｉｌ２）lに提１１１されたドンケル提案）では，特に，先端技術施業
における知的所ｲｲ樅の保池UA定が強められている(’５１。｜ﾀﾞﾘえば，半導体
集債１，１路の配i趾椛の'''１皿では，各種製,Ｆ１で仙)'１されている半導体の''１に
棋造,Ｆ１が含まれていれば，樅ｲﾘ者による隣告後には模造半導体を含む蝿
,{/,の輸入は述法行為になり，輸入者がロイヤリティーの支払と臓害ＩＭ（
の義務を負うということが規定されている。発展途｣三国の(1111は，巣械lml
路に対する輸入背のiliな義扮はその型,１，１，の|'|:『！(から不可能であると」ｉｊｌｉ
し，模造,Ｆ１を組み込んだ製,'１１，の輸入を侵;1$↑jZbにすることに反対した。
だカル輸入者の注怠雄勝は免除されたものの，当繊製Ih/iの輸入そのもの
は侵害行為とされた。｜両|様の内容は特許樅についても示されている。肢
終合意案の二上要な怠'又Ｉは，先発者に対する「維済利益」をいかに保障す
るのかにあり，人jM1jLjmの|(ｲ産としての(;'4､)::技術の発展やその成果の地
球規模での活)'1という観点はほとんどグミわれている。こうした内容は，
LIM；の技術１８差をIiillli1にすれば，zi7突化，先進諸ljilの資本主義的企業に
対して，ル11度的に「技i1l1ji1l(,li」を保障し，その独,!i利ilWによって技illjllll
苑を進めさせるというものになっている。というのも，こうした「技ｉ１ｌｌｊ
独占」によって保障されるfll潤が公iliなものであるかどうかの判lIiliAuI(！
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を，ＧＡＴＴにおいて規定することは事実|ﾐｲ《ijl能であり，それは各１１１
の法Ilill度によって決められざるを得ないからである。しかも，呪〈[まで
のところ，各'11の」,ｕ'１(【はまったく異なっており，おＪＫいに相手の雅準を
ﾉk認する以外に方法はない。例えば，仮に，アメ'）力企業の特許樅を外
ljIl企業が侵窯した場合の１１部ﾊﾟ金航が，アメリカlnlﾉlよ'〕もその国のﾉjが
低ければ，侵窯行為に対するリスクは３|きトげられ，結果的に侵帛I;行為
を誘引することにつながるから，こうしたilillﾉｋｌｌ',:|ｉｔ(よ判許権を有する'１１
と|｢『|じものにならざるをiULない。特許1011111のl班介もliT1様で，あるlE1では
特許による保護1UllⅡ|が継続しているにもかかわらず，他の''１１ではその保
遡ｌＵｌｌｌＩ１が終了してしまえば，保護１０lllul1の短い囚でその特許を利ll1してlk
l雄し楡'１Ｉしても合法的ということになり，ど|;災'２，保捜191'１}1の長い国の
特許樅は侵害されることになる。したがって，これも|両１－の基準に統一
されなければならず，ｌ枇終介愈案では２０fI:'１１１という極めて長い191'''１が
提案されている。允皿途'2111で特許に関する法ＩｌｉＭが1膳(ｌＩＩｉされているＩＨＩ
でも，保護期|Ⅱ1はＩ()ｲ|<から１５年という１１１がほとんどであり，この肢終
業では，先進国の要求するﾉ1（準に揃えられている。
もちろん，この最終介愈案がそのまま受け入れられるとは考えられな
いが，最終的な介愈はたとえそれがどのような形になるにしても，
(;ＡＴＴで交渉をｌＩＩ１ｌｉｆ↑する以liilに比べて}什段にjill的Iﾘiｲ｢権の保護という
点で進歩することは疑いi\ない(７６)。また，たとえ合意にいたらなくて
も，ＧＡＴＴでの交渉は二m'１１１交渉の場でのアメリカの発言力を強める
ことに役立っており，まったく意１床のないものということにもならない。
そこで，次に，二lElllll交渉のｌＩＩ１ｌｕｌを検討しよう。
アメリカの三国|Ⅱl交渉で舷も重要なＮｌｆｌｎは，あらためていうまでも
なく［１本である。1988ｲ|〔milIi法のいわゆるスペシャル３０１条を武器に
した三国|Ｈ１交渉は，さまざまな囚に対して行われているが，アメリカは，
特に|]本に対して二'111111交渉で知的所ｲ丁椛llIluiの処Ul1を行うというﾉj式
を追求しており，かなりの11,1度成功させてきている。その結果，１１本の
２３３
科学技術研究体IIjllはアメリカに深く従属させられている。先端産業にお
ける貿易摩擦の'''１Ｍは，二lr11II1交渉によってⅢrlI1の譲歩をリ|き}I'すも
のの典型例であるので，まずそれから論じよう。
股:初の摩擦は[|米』'2導体摩擦で，１９８５ｲＩＨにアメリカミ'2導体工業会が
'二1本を提訴したことから始まった。アメリカl('1の調査|)M始，日米協議の
|)'１始のもと，８６ｲﾄﾞに岐初の[1米半導体lHj会が結ばれた。その協定の内
容は，①日本ＴＩi場における外国製半導体のＷＩｉ要拡大に努力すること，②
Ⅱ本企業による安『(輪lllを防止することであった。1991年にはW｢協定
が結ばれ，外ＩＥＩ製のシェアとして|]本Tlj場の２０％以上を確保すること
を［1標にあげるなど，紡采三l：義が以前の協定よりも強められた。つまり，
政府１１１１協定によって，アメリカ製の半導|,ＭＹ業のili場が与えられたので
ある。
続いて，Ｈ米近気j､偏際擁，次期支援1illUHl機（Ｆｓ－ｘ）のＩ)N発にＩＭＩわる
摩擦llll題が発LLした。Iii｢片はＮＴＴの国際iilM1途の拡大'''１題，’二miljll〔1｢Ii話
の'１９放ｌ１ｉ１題やＩＦ|際ＶＡＮ・デジタル氾話網の'''１放'''１題などで，それぞれ
アメリカllllの三|：ﾘl之を受け入れる形で決若した。また，FS-XIlll題も'1本
の'二l王開発からアメリカとの｣!i同開発へと転換させられ，さらに，技ｉＩｌｉ
上のｌＩＩ１題についてアメリカによるきびしいIillIllが課せられて決着した。
具体的には，①ｌ１Ｉ１苑段階だけでなく量産段Wfでもアメリカのシェアを４０
％以上確保する，②アメリカが希望する技illjはすべてアメリカに移転さ
せる，③アメリカ0111の}lfつ技術の全てを|]水にはl11i与するものではない，
というもので，アメリカからみれば，技術'１１１発に関わる成果をアメリカ
はすべて手に入れられるとjLに，Lli産段階のシェアの確保も行われると
いう内容になっている。
このように，アメリカは，先端技il榔業における諸外国の需要をアメ
リカ企業に対してＩＩＩ１放させている。しかも，［|米半導体協定にみられる
ように，その対象は政lifや公的機関だけでなく，hU111企業も含まれてい
る。こうしたアメリカの政簸は，１１１に，アメリカ企業の需要印llllをはか
”４
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Ｕ，その利lllfをI1iii係するということにとどまらず，鏡ｲ'企業からのiII;要
を糠うことでllhlI1企業の独l:111}１発のlTIi化fliを低めることをIUlっている。
特に，航空・字Tiii雁業や１１;(二｢･ノルr菜，コンピュータI雅楽（大ﾊﾞﾘのシステ
ム|刑発を含む）などは，研究'''１発のリスクが極めてi{.;jいため，公的な需
要によって－･定のili場がY1Wliilにllil;111｛されていなければ，仮に技ｉＩ１ｉ的に開
発iil能であっても企業は研究'１}1発に着手することができない。それは，
大現襖なシステムになればなるほど，氏'''１での需要が少なくなるからで
あり，ＩＤ[先'１'1発役『(に兄介ったｲ|ⅡＩＩｆがllM隙されなくなるからである。し
たがって，アメリカがこうした政簸を継続していけば，Ｊ１(Iiアメリカが
優位にｉｆZっている部''１１への'1小企業の参入は杵し〈IILﾄﾞせざるを１Mしない。
紬果的に，｜ルＭＹ業が仙'二１１)M苑をやめ，アメリカ企業との比lrilll}１発へと
ﾉﾉ針を'|辰換すれば，ＤＭのＷｉｉが'１１１|定され，楼みわけがなされたうえで，
||米j1IllLi企業''１１のI11j訳１１，Mjllが/lくみ''１されることになるとrju1される。そ
の場合に，１１米企業ｌｉｌｌにlWIItliI差がlijEるであろうことは111像に難くない。
また，この先端施業はアメリカの国防上のllIllulと密接に１１M述している
ため，この分り｢の特徴は，腿,１，１，レベルのllIl1ulだけでなく，研究体ilillその
ものの変史にまで及んでいることである。アメリカ('''１の「三ｌｉ要な技illj挑
戦は[|本からのもの」（jif業競ｲﾄﾉﾉ委貝会fll告）との認識のもとで，「１
本の研究休附ｌｌのアメリカへの組み込みが８０ｲ|{代以降急述に進展してい
る。アメリカは，１９７８年の「|]米防衛'1111ﾉjのための指31」の締納を画
jUlにして，まずflK711技illjのlIl11ulで[|本のlill究休Iillの取り込みを|叉|った゜
アメリカは，８３Iliの「対米nＷ；技術I1liljにIMIする交換公文」によって
l]イミの武器輪'''三IiiI111の例外liIlとなり，武器技術・武器転川i1l能技ilij
(1t生,},１，を含む）の移Il1jiが尖IILされることになった。さらに，８６flHの
｢ｌＵ１究交流促進法｣，８７ｲI{の「SDIlil1光協定｣，８８ｲltの「Will米科学技
illij協ﾉﾉ協定」鞭によって，｜]イミのﾄﾞＩ学技術|)}１発において「安全係陥条
｣I(｣，「ﾄZ密条jIi」が付け)ｊｌ１えられた。武器技術は，武器,|域ＩＩ１ｉｉ１能技ｉｌ１ｊと
なり，氏Lli技illjを含めてそのilit4lI11は急迎に広まっている。しかも，その
２３５
111Wiは日米の協雛のもとにおかれており，１『火|z’’１本の研究''１１発体冊'１
は，アメリカへの'１ﾉﾙﾙ従'''１体iljllとして粧(Illiされてきている。次に述べ
る１１１際共|而1111}光のアメリカ化の'111Mmも，こうした文１１１１<の!|'で検討されな
ければならない。
(3)lLl際共ln11Ul光のアメリカ化
ＩＩＬ<Iﾐ，大学を含むiili鞭数行機関，研究機llllはiｉしいﾉＩ１のインフラスト
ラクチュアとしてＭＩＴづけられておりぃ企業の絲済ｉ１Ｍｉｌｌのための１，班な
|(|:全的基樅と芯えられるようになっている。そのjll1lllの一つは，先端技
ｉＭ：業における技illjlll１発の進歩が激しく，１１｢しい}:'４，樅的成果がそのまま
１１０'〔彼に次'１代の狐,Ｉｌ１１Ｉ１ｌｌ苑に*,ｌｉび付<状UILが1ｋまれ，従来のようなﾉﾊ礎研
究と応１１]研究との境lALがｲ;Iﾘ|砿になってきたからである。また，Ｗ｢しい
ﾉＭｆの研究をriうための?(金規模が，舷'''１級数的に拡大しておI〕，ｌｉｉｌ１Ｉｌ
の企業や業界でまかないえなくなっていることもljU押している。さらに，
lllI(ill的な研究'１M発を↑Tいうる人材のfiml1(が，ノルイミ的に企業の''１でiTいi\
ないからである。そのため，各国のｉ:ＩＣ柵}究の発展とそのための人材育
成が，直接にff企業の'１１際競ｆ１Ｉﾉﾉを/jｾﾞｲiするようなlADILがＬｌＲまれている。
jill的所hWliの保泄の'１１１Ｍは，ｉiii節でみたように，過去に行われたIUl究
'''1兆の成果をｸⅡ'''１に守るかが百|ﾐ要なl1IllulにされておI)，研究|)'1兆体怖'|そ
のものはｌ１ＩｌＭｑにされていない。確かに，アメリカの技術貿易は過ﾉﾐも､Ａ
<ｌｉｂ大きな黒ｾﾞﾅﾋﾞをiil化しておIj，各企雅もまた(lIi卜Ｗ１１に特許WiiをhIilllし
て収益の拡人を図っているｗ)。アメリカがな'又'したように，ｊ〔Ⅱ的Iﾘiｲ1．
lili保護の枠組みが糖(iliさｲ'れぱ，アメリカの受lMW1はさらに拡大すると
労えられる。しかし，そｲ'らは，過去のIil1光|M1苑の紬IILによってもたら
されたものであIj，それ'よﾉﾃ後も|]勅､(jに１１M識されるものではない。そ
のため，アメリカはlIl内のⅢ｢究体Ilillの１１ｉｆ(ｌＩＩｉをl叉|るだけでなく，｜Iil際的な
｣しｌｒｉ１研究すらその交配化におくことに粁J1し始めている。アメリカは，
人ＭｊＬｊｍのｌＩＭ:である(:Ｉ学|【１１先を発展させ，その戒MLを人知；|:会公休に
２３６
アメリカ絲済のIMijh転換と|ｕ際jmllH放縦の腿''１１
('１かしていくことを11的にしていた'よずのliil際jLliillｿ１兆を，アメリカの
'１１際競ｲﾄｶﾘｉｉ化のために利)|lしようとしているのである。
DMi，国際(Ｍ１に合`なされているメガ・ブ【'ジェクトのｌｉ喫なものに，
超伝導ﾉＷⅡjll述器(ＳＳＣ)計1'１１i，《if11iステーションril11IIi，人造伝｢･解Ｉ)｢i;１
回，’11際熱核lM1合ｿﾐ験炉計'1'1iがある。この`１つの計iilIiだけでも，総絲１V
はlIMj):で６兆４二｢他'１|にも｜zっておI)，火際のY1llllはそれをはるかにk
lnlるとげえられ，そのＩｌＩＩ接｢１，なり,;災効斗Lだけでもイルｌ１に大きなものがあ
る(7ｂ１ｏしかも，そのllMLは，’'11の|ﾘﾄ究からは決して１１卜られないと７．M1
されている。ここで'よ，その'１１１１，ﾉ０１．(をＲＭｉ化させているssciil111Iiと人ｊｌｌｉ
伝子ＭＩｌｒ計ｌｌ１Ｉｉについて検討しよう。
現〈,{’’二1米|Ⅱ|で懸案になっている超伝jWI人ﾉlUIl1逃器（ＳＳＣ）iillll1iは，’１１
１/１１！ｉｔ大の粒「･))Ⅱ速器（llIWil約８７ｋｌｌｌ）をアメリノノのテキサス州に建設し
ようというものである。アメリカは，［|イミ，欧州，蝉'1１，ソilk聯に資金
協ﾉﾉを艇論し，ｌ]水はそれへの11ﾘﾉﾉを災'ﾘ|した(７１'１。アメリカの|]水へ
の要:Ililよ’［1本が1()００億''1の獄金拠ｌｌＩか超伝郡磁ｲ｢のH1物l1Lﾉ〕（５－「
llAl；－{|ＡＩ当I)約８二｢ﾉJlIl）かのいずれかをfllUするというものであり，
そのどちらを受け入れるにしても，J1ﾐ常に大きな資金lﾉﾘﾉﾉということに
なる。この計lI1Iiは，もともとアメ１１力のiillilliであって，研究計iuliの作成，
|il{究者の受け入れ，またその成１１LのｲlI1Ilﾉﾉ法については'1;|際的な場で検
討されていないし，また，アメリカもそれをIﾘIlilliにしないというl1ljIulを
はらんでいる。もちろん，物l1lｾﾞﾙ}先の水ｊＩＩＬをlhllさせることは必要なこ
とであるが，111圧の状D,lのままでは，紡!'し的に，アメリカがその成果を
独占することにつながるTT[能ｆ|;が大きいといわざるをiIlLない。
しかし，このＳＳＣ計llhilよ’９２fI(7)|にアメ|）力の~ﾄﾞ院で文''１が『WWI
すぎるとしてi汁画の廃''２が窄然に決定されてたい))。もちろん，この決
定は岐終的なものではなく，１Ｍにl:17の人|:Lも始まっており，しかも，
ブッシュ政椛の意lxlから考えてこのまま鹿112されるとは芳えられない。
この計仙iの将来は，彼のili世'１１１Ｍとも絡みながら，複Wtに|ｉｔ移していく
２３７
だろうとｆｌｕ1される。
人j､広子計illliは，３０(噸以｣芒もの１１Mﾉ1Ｗで}川成されている人'''１のin伝
二IFのｲﾙ収と機能の＃'１１l1rをiiおうとするもので，米llilが計iIhiを立案し，什
国に'1ﾙﾉﾉを求めているプ'］ジェクトである。ＵＭ：までのところ，ｊｈ伝T、
↑I1i報を詩えるデータ・ベース'''２リでは，アメリカ，｜｣水，欧州の'１１際Mﾙ
ﾉﾉが実現したが，ｉⅡ伝『･に|M1する特許の''１１町が１１【(（[化した結采，将米の
Mｶﾉﾉが危ぶまれている他１１．
この人'''１のｊｈ伝二l'･ｌＷｌ１ｉのIiI{先は，アメリカのlUl立術ﾉＭ１}究１J)i（NIII）
が'''心になって{iっている。現(ｌｉまで，約27001'|:のl温』&配ﾀﾞ１１がIﾘlらか
にされてきたが，ＮＩｌｌはその特定できたＭＭｍｕｸﾘについてアメリカ特
許l1H標庁に対して柵1:111;１１jを行った'鯉'ｏＮＩＩｌの政策は，アメリカの人
統領鏡ｲﾄﾉﾉ黍tl会の「'11家バイオテクノロジー111箙報告『1$」にそって，
｢新薬|)'1発につながるjh伝卜の特許をjli(１１１Lすることが，アメリカの１１１難
競ｲﾄﾉﾉにiii化する」という,Iz場にﾉiLづいている[a１１。しかし，この特iii
IIl諭は，１１１に塩ﾉｌＷＷｌｌだけが解析されたに過ぎず，それがどのような機
能を持ち，そのjUl識をfll1IlしてInlが1iえるのかがまったくわからないま
まにされており，fflI;1のlj1い反発をｌｌＩいている。国際学術迎ｲﾔ会談
(lcsu）も，jlilムイ・に対する特許を安易に認めると学術研究の発展を妨
げるという声Iﾘ|を'1}し，特許をIllWliしたＮｌｌｌとそれを認めるといわれ
ているアメリカIB(1(iを批判した(3'１．ｊｈ伝二l'・のIlIi造解Iﾘlでノーベル１１〔を
授１９(したＮＵＩのヒューマン・ゲノムルト先センター所及もこうしたｍｌさ
に抗議して辞ＩＦしている'断)。仮に，こうした特許''1論が受理され，特
許椎が成立するとluI1際的なjLl両1研究，ノ１１礎研究はJ|『実ILｲ{１，１能になり，
行lIilが絲済的なｲ|Ⅱ'１tのために先をイトって研究をjujめるという状i),Lが止み
'11されることになる。この''11満がそのよま‘iAlめらねるかどうかはイ;雌定
であるが，この(ﾀﾞ１１はアメリノノの研究'''１発に対する盗勢を端的に物,M1って
いる。
以｣ZからIﾘlらかなように，｜ロ際競ｲ}ﾉﾉの強化のために，アメリカは」１１
２３８
アメリカ経済の構造転換と囮際imiKi政策の展開
礎研究においても，抜本的な強化を図っている。しかも，その方法は，
その財政基雛の欠如のために，かつてのようにアメリカが＃i独で行うの
ではなく，括弧付きの国際共|同)研究によって進められようとしている。
しかし，この研究は，’二1本等の資金協力を－２国間交渉をi、じて引１１)して
行われながらも，研究体iljllについては国際的な研究組織を設置するこな
なく，アメリカの研究体iijllのｌＩＪにおいて進めるものになっている。そし
て，その成果については無料で国際的に広く共有するのではなく，知的
所有権保護規定にもとづいてアメリカの利害を反映する形で供給しよう
としているのである。
こうしたアメリカの動きに対して，’1本も懸念を強めており，おそま
きながら｢|本国内の科学技術体制の抜本的耀備に乗り'1}し始めた。経済
'11体迎合界は，1991年10)1に「国は将来に対するlWiえを怠っている」
という文章で始まる報告書をまとめ，公表した(髄)。技術同友会からも
同様の文書が提言されている(圏7)。科学技術会議も科学技術政策の基本
文書を作成するために，１９９０ｲ|ﾐ６)Iから群議に入り，１９９２年１月に科
学技術会議第１８号答lljをまとめた(蹄)。それを受けて，９２f１２度の予算
から[1本の科学技術関迎-f算は急速に墹額され始めたが，それ以前の貧
困な政策のために，研究|M1苑基轤は劣悪化しており，意図どおりに早急
な成果を出せるとは考えられない状況にある。
むすび
本稿でみてきたように，アメリカ企業は，「減鼓経営」を進め，国際
競争力の強化に本格的に乗り出している。人員は(|l減され，本業への|回｜
帰が進行すると共に，資本iIi場をj、じた莫大な資金調達によってリスト
ラクチャリングの資旦金も確保されている。しかし，こうした政策は，個
人消費を停滞させ，ｌＥｉ内政策の需要をilill城することにつながり，海外へ
の輸出にその需要先を求めざるを得ない。アメリカがLWF進めている通
２３９
ｌＩｉｉ政莱は，こうした偲識にﾉﾙづいた|(極ｉＩりな愉111拡大政雄であり，しか
もそれは，ハh端技il恢業にｽﾞＩする育成政ilIをも含んだものとしてijわれ
ている。つまり，アメリカのjml1ii政蛎は，１１〔に，ｌＬｌｌｌｌ貿易三I識から保謹
i杙に'|ｸi換したという後|(1きのものではなく，アメリカ経済の}Ｎｉ造転換
の''１で`１２､然(Iﾘに求められている柵lllを拡人させるための，輪''１拡人韮'二
一に筏への転換であると評Illliすべきである。こうした背殻のために，アメ
リカ(よ，｜iiiめて強IMjな態度に'1}ているのであり，政liillil交渉を械微的に
活川しているのである。
もちろん，こうした政鞭を有1ｔ一体となって↑ｉうことによっても，ＩＨ
征低ﾄﾞし続けているアメリカ企業の''１１際競ｲ'ﾉﾉが，iIiび''1界で肢,1.1i水堆
にｉｉＩ逸することができるかどうかはイＷｉｉ定である。仮に，それが尖現し
たにしても，その述成された|ＩＭＩが人１１１にとって呪〈１１よりも生活しやす
い|〔|:会であるかどうかはきわめて疑わしい。「過労ﾀﾋ」が社会'111Mmとし
て光生してきた|]水での経験はそのことを端的に物諮っていよう。私た
ち'よ，アメリカのこうしたAIA考とiT1ljljを冷iiil1に評価し，安易に対川t協ノノ
を｢｢うことでなく，llLIﾉﾄＩ的な祝1Ｗで人灯1の将来をIMi`u(していかなければ
ならないだろう。
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